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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

当社及び一部の関係会社において、平成14年３月期(第47期)より平成19年３月期(第52期)までの間に、帳合取引の

形態を用いた、商品の移動を伴わない循環取引等の不適切な取引行為がなされ、売上高の過大計上等の不適切な会計

処理が行われていたことが判明いたしました。 

これにより、過大に計上されていた売上高及び仕入高を修正するとともに、当該取引に係る販売手数料相当額を売

上高より営業外収益に修正表示しています。また、不適切な取引に係る債権への貸倒引当金の追加引当、たな卸資産

の評価損(平成17年３月期から平成18年９月中間期)の計上を行ない、これらに対する税効果会計の見直し等、必要と

認められる修正を行ないました。 

その概要は、下記のとおりであります。 

  

① 中間連結損益計算書 

(単位：百万円) 

  

② 中間損益計算書 

(単位：百万円) 

  

これらを訂正するため、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき、平成17年12月27日に提出いたしました半期

報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

訂正後の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、みすず監査法人により、再度監査を受けており、その監

査報告書を添付しております。 

  

    訂正前(Ｂ) 訂正後(Ａ) 影響額(Ａ)－(Ｂ) 

第51期中間 
平成18年３月期中間 

売上高 164,331 154,062 △10,268

営業利益 6,124 5,934 △190

経常利益 6,686 6,686 ―

中間純利益 1,781 1,608 △172

    訂正前(Ｂ) 訂正後(Ａ) 影響額(Ａ)－(Ｂ) 

第51期中間 
平成18年３月期中間 

売上高 115,308 105,779 △9,528

営業利益 4,045 3,890 △154

経常利益 4,611 4,611 ―

中間純利益 4,892 4,719 △172



２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第１ 企業の概況 

  １ 主要な経営指標等の推移 

   (1) 連結経営指標等の推移 

   (2) 提出会社の経営指標等 

 第２ 事業の状況 

  １ 業績等の概要 

   (1) 業績 

   (2) キャッシュ・フローの状況 

  ２ 生産、受注及び販売の状況 

   (3) 販売実績 

 第５ 経理の状況 

  １ 中間連結財務諸表等 

   (1) 中間連結財務諸表 

    ① 中間連結貸借対照表 

    ② 中間連結損益計算書 

    ③ 中間連結剰余金計算書 

    ④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

    注記事項 

     (中間連結貸借対照表関係) 

     (中間連結損益計算書関係) 

     (セグメント情報) 

      事業の種類別セグメント情報 

     (１株当たり情報) 

  ２ 中間財務諸表等 

   (1) 中間財務諸表 

    ① 中間貸借対照表 

    ② 中間損益計算書 

    表示方法の変更 

    注記事項 

     (中間貸借対照表関係) 

     (中間損益計算書関係) 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(訂正前) 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第51期中においては、平成17年５月20日付で株式１株を３株に分割しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 132,025 146,135 164,331 274,868 301,041

経常利益 (百万円) 5,564 6,673 6,686 11,700 13,662

中間(当期)純利益 (百万円) 2,668 3,755 1,781 5,336 7,448

純資産額 (百万円) 89,021 93,694 99,231 91,225 96,872

総資産額 (百万円) 227,283 237,191 244,954 231,825 241,600

１株当たり純資産額 (円) 1,627.11 1,712.58 604.63 1,666.97 1,770.07

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 48.77 68.65 10.86 97.10 135.47

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.2 39.5 40.5 39.4 40.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,799 6,712 1,597 5,723 10,395

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,965 △3,500 14,387 △193 1,311

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,127 △4,371 △13,354 △6,180 △10,890

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 11,527 14,902 19,745 15,046 16,983

従業員数 
[外、平均臨時・ 
嘱託雇用者数] 

(名) 
4,134 
[9,534]

3,441
[10,603]

3,728
[9,092]

3,551 
[11,781]

3,590
[10,669]



(訂正後) 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第51期中においては、平成17年５月20日付で株式１株を３株に分割しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 122,678 135,207 154,062 253,991 279,539

経常利益 (百万円) 5,564 6,673 6,686 11,700 13,662

中間(当期)純利益 (百万円) 2,645 3,755 1,608 5,308 7,300

純資産額 (百万円) 88,841 93,508 98,724 91,039 96,538

総資産額 (百万円) 227,085 237,006 244,324 231,639 241,266

１株当たり純資産額 (円) 1,623.81 1,709.19 601.54 1,663.49 1,763.96

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 48.35 68.64 9.80 96.49 132.75

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.1 39.5 40.4 39.3 40.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,725 6,969 1,500 6,222 9,599

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,891 △3,757 14,483 △692 2,107

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,127 △4,371 △13,354 △6,180 △10,890

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 11,527 14,902 19,745 15,046 16,983

従業員数 
[外、平均臨時・ 
嘱託雇用者数] 

(名) 
4,134 
[9,534]

3,441
[10,603]

3,728
[9,092]

3,551 
[11,781]

3,590
[10,669]



(2) 提出会社の経営指標等 

(訂正前) 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第51期中においては、平成17年５月20日付で株式１株を３株に分割しております。 

３ 平成17年３月期の１株当たり配当額には、「創業50周年」記念配当３円が含まれております。 

４ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 110,288 114,253 115,308 227,976 235,582

経常利益 (百万円) 4,025 4,508 4,611 8,492 9,287

中間(当期)純利益 (百万円) 2,258 2,404 4,892 620 4,506

資本金 (百万円) 34,002 34,002 34,002 34,002 34,002

発行済株式総数 (株) 54,724,329 54,724,329 164,172,987 54,724,329 54,724,329

純資産額 (百万円) 103,254 103,019 109,762 101,473 104,453

総資産額 (百万円) 183,361 192,198 190,429 186,806 195,837

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 15.00 15.00 5.00 30.00 33.00

自己資本比率 (％) 56.3 53.6 57.6 54.3 53.3

従業員数 
[外、平均臨時・ 
嘱託雇用者数] 

(名) 
969 
[256]

969
[280]

981
[257]

957 
[261]

964
[275]



(訂正後) 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第51期中においては、平成17年５月20日付で株式１株を３株に分割しております。 

３ 平成17年３月期の１株当たり配当額には、「創業50周年」記念配当３円が含まれております。 

４ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 103,844 105,345 105,779 211,703 217,376

経常利益 (百万円) 4,025 4,508 4,611 8,492 9,287

中間(当期)純利益 (百万円) 2,235 2,404 4,719 591 4,358

資本金 (百万円) 34,002 34,002 34,002 34,002 34,002

発行済株式総数 (株) 54,724,329 54,724,329 164,172,987 54,724,329 54,724,329

純資産額 (百万円) 103,074 102,833 109,254 101,288 104,119

総資産額 (百万円) 183,163 192,012 189,799 186,621 195,503

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 15.00 15.00 5.00 30.00 33.00

自己資本比率 (％) 56.3 53.6 57.6 54.3 53.3

従業員数 
[外、平均臨時・ 
嘱託雇用者数] 

(名) 
969 
[256]

969
[280]

981
[257]

957 
[261]

964
[275]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

(訂正前) 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の減速や原油価格の高騰により停滞色を強めておりますが、企

業収益の改善に伴う設備投資の増加や雇用情勢も持ち直しの兆しが見られるなど、景気は民需主導の緩やかな回復

基調を示しております。 

当社グループが関連する事業におきましては、成熟化による需要減と価格競争の激化から厳しい経営環境であり

ました。また、販売費や原材料費のコストアップ要因が顕在化し、収益確保が難しい情勢が続いております。 

このような状況下、食品事業では引き続き「安心・安全」を重要課題とし、品質管理や安全対策の強化に努める

とともに多様化する消費者ニーズに対応した商品の研究開発、メニュー等の提案営業を行うなど、きめ細かな営業

活動を展開いたしました。また、当社並びに当社グループ工場の生産性向上のために生産ラインの効率化を押し進

めました。一方、サービス事業では、ホテル部門におきましては、お客様の「ゆとり」と「満足感」の向上に努め

るとともに、経営効率アップを目指してまいりました。外食部門におきましては、ＦＣ加盟店の出店促進と支援体

制の強化を図るとともに既存直営店の不採算店閉鎖やコスト低減に努めました。 

以上の結果、売上高は前年同期比12.5％増の1,643億31百万円、営業利益は前年同期比4.7％減の61億24百万円、

経常利益は前年同期比0.2％増の66億86百万円となりました。特別損益につきましては、投資有価証券売却益87億31

百万円を「特別利益」に、一方、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴い減損損失63億70百万円等を「特別損

失」に計上いたしました。この結果、前年同期に比べ法人税等が23億14百万円増加し、中間純利益が前年同期比

52.6％減の17億81百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

〔食品事業〕 

食品事業の売上高は前年同期比14.1％増の1,566億65百万円となり、営業利益は物流費用や販売費用が増加したこ

とから、前年同期比5.1％減の58億34百万円となりました。 

<冷凍食品部門> 

家庭用は、商品の高付加価値化と「素材、おいしさ、健康志向」を重要テーマとして、得意とする商品の開発と

販売促進活動に努めました。特に「素材麺」「具付麺」「季節の地域麺」に様々なニーズに幅広く対応した「冷凍

めん」や大人の弁当需要に対応し、健康志向にマッチした弁当商品などの拡販を推進いたしました。この結果「讃

岐肉うどん」「ふっくら赤飯」、おいしいお弁当シリーズの「白身魚の甘酢あんかけ」「ごまたっぷりえびいかフ

ライ」「ササミとチーズのしそ巻き天ぷら」などが好調で順調に売上を伸ばしました。一方、業務用では、原料の

鮮度や産地にこだわった商品の開発と業種業態別に重点商品の拡販に努めました。この結果、「軟骨入りつくね

棒」「チキン唐揚」「厚切りロースカツ」が順調に売上を伸ばしました。 

<冷凍水産品部門> 

水産物の輸入増加から、市況が低迷し、厳しい販売環境でありました。その中で、引き続き市況動向に注力し、

取扱い商品を選別した営業に徹してまいりました。従来の当社グループの主な取扱い商品であります冷凍エビや魚

介類は供給過剰による市況低迷と荷動きの停滞から取扱い高を縮小したことにより売上高が減少いたしましたが、

新規連結子会社による北洋産魚介類(鮭・鱒・甲殻類等)が新たに加わったことによる影響で売上高は増加いたしま

した。 

<常温食品部門> 

無菌包装米飯は「おいしい炊きたてご飯21世紀」シリーズに“おいしい米”新潟・佐渡などのコシヒカリの名産

米シリーズを発売するなど、商品の付加価値化を図りました。その結果、「無菌パックごはん３Ｐ」「たきたてご

飯新潟産コシヒカリ」などが順調に売上を伸ばしました。麺類の即席麺では、販売エリアを関西地区へ拡大すると

ともにテレビＣＭ等の販売促進活動によるブランド認知度拡大に努めました。その結果、油で揚げてない麺シリー

ズの「合わせ味噌ラーメン」「鶏ガラ醤油ラーメン」などが順調に売上を伸ばしました。 

〔サービス事業〕 

サービス事業の売上高は前年同期比13.2％減の76億65百万円となり、営業利益は前年同期比45.0％増の２億18百

万円となりました。 



<ホテル部門> 

ホテル部門では、四国最大規模のレジャー施設「ニューレオマワールド」に併設したホテル「レオマの森」、

“こんぴらさん”で知られる「ことひら温泉琴参閣」など４ホテルを香川県内で事業展開しています。四国への観

光客が減少する中で各ホテルの特性を生かした宿泊パック等の販売企画やイベント活動を積極的に展開して集客努

力を行ないましたが、万国博覧会「愛・地球博」の影響を受け低調に推移いたしました。 

<外食部門> 

外食部門では、株式会社村さ来本社が経営する居酒屋事業は直営店34店舗、ＦＣ店360店舗、株式会社ハブが経営

する英国風パブ事業は直営店34店舗を展開しています。当業界は出店競争や類似異業種との出店競合により厳しい

環境が続いております。その中で、接客サービスの向上とメニュー開発に注力するとともに不採算店の閉鎖と客単

価向上に努めるなど既存直営店の収益構造改革を積極的に推進いたしました。 

  



(訂正後) 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の減速や原油価格の高騰により停滞色を強めておりますが、企

業収益の改善に伴う設備投資の増加や雇用情勢も持ち直しの兆しが見られるなど、景気は民需主導の緩やかな回復

基調を示しております。 

当社グループが関連する事業におきましては、成熟化による需要減と価格競争の激化から厳しい経営環境であり

ました。また、販売費や原材料費のコストアップ要因が顕在化し、収益確保が難しい情勢が続いております。 

このような状況下、食品事業では引き続き「安心・安全」を重要課題とし、品質管理や安全対策の強化に努める

とともに多様化する消費者ニーズに対応した商品の研究開発、メニュー等の提案営業を行うなど、きめ細かな営業

活動を展開いたしました。また、当社並びに当社グループ工場の生産性向上のために生産ラインの効率化を押し進

めました。一方、サービス事業では、ホテル部門におきましては、お客様の「ゆとり」と「満足感」の向上に努め

るとともに、経営効率アップを目指してまいりました。外食部門におきましては、ＦＣ加盟店の出店促進と支援体

制の強化を図るとともに既存直営店の不採算店閉鎖やコスト低減に努めました。 

以上の結果、売上高は前年同期比13.9％増の1,540億62百万円、営業利益は前年同期比4.8％減の59億34百万円、

経常利益は前年同期比0.2％増の66億86百万円となりました。特別損益につきましては、投資有価証券売却益87億31

百万円を「特別利益」に、一方、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴い減損損失63億70百万円等を「特別損

失」に計上いたしました。この結果、前年同期に比べ法人税等が21億91百万円増加し、中間純利益が前年同期比

57.2％減の16億８百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

〔食品事業〕 

食品事業の売上高は前年同期比15.8％増の1,463億96百万円となり、営業利益は物流費用や販売費用が増加したこ

とから、前年同期比5.2％減の56億44百万円となりました。 

<冷凍食品部門> 

家庭用は、商品の高付加価値化と「素材、おいしさ、健康志向」を重要テーマとして、得意とする商品の開発と

販売促進活動に努めました。特に「素材麺」「具付麺」「季節の地域麺」に様々なニーズに幅広く対応した「冷凍

めん」や大人の弁当需要に対応し、健康志向にマッチした弁当商品などの拡販を推進いたしました。この結果「讃

岐肉うどん」「ふっくら赤飯」、おいしいお弁当シリーズの「白身魚の甘酢あんかけ」「ごまたっぷりえびいかフ

ライ」「ササミとチーズのしそ巻き天ぷら」などが好調で順調に売上を伸ばしました。一方、業務用では、原料の

鮮度や産地にこだわった商品の開発と業種業態別に重点商品の拡販に努めました。この結果、「軟骨入りつくね

棒」「チキン唐揚」「厚切りロースカツ」が順調に売上を伸ばしました。 

<冷凍水産品部門> 

水産物の輸入増加から、市況が低迷し、厳しい販売環境でありました。その中で、引き続き市況動向に注力し、

取扱い商品を選別した営業に徹してまいりました。従来の当社グループの主な取扱い商品であります冷凍エビや魚

介類は供給過剰による市況低迷と荷動きの停滞から取扱い高を縮小したことにより売上高が減少いたしましたが、

新規連結子会社による北洋産魚介類(鮭・鱒・甲殻類等)が新たに加わったことによる影響で売上高は増加いたしま

した。 

<常温食品部門> 

無菌包装米飯は「おいしい炊きたてご飯21世紀」シリーズに“おいしい米”新潟・佐渡などのコシヒカリの名産

米シリーズを発売するなど、商品の付加価値化を図りました。その結果、「無菌パックごはん３Ｐ」「たきたてご

飯新潟産コシヒカリ」などが順調に売上を伸ばしました。麺類の即席麺では、販売エリアを関西地区へ拡大すると

ともにテレビＣＭ等の販売促進活動によるブランド認知度拡大に努めました。その結果、油で揚げてない麺シリー

ズの「合わせ味噌ラーメン」「鶏ガラ醤油ラーメン」などが順調に売上を伸ばしました。 

〔サービス事業〕 

サービス事業の売上高は前年同期比13.2％減の76億65百万円となり、営業利益は前年同期比45.0％増の２億18百

万円となりました。 

  



<ホテル部門> 

ホテル部門では、四国最大規模のレジャー施設「ニューレオマワールド」に併設したホテル「レオマの森」、

“こんぴらさん”で知られる「ことひら温泉琴参閣」など４ホテルを香川県内で事業展開しています。四国への観

光客が減少する中で各ホテルの特性を生かした宿泊パック等の販売企画やイベント活動を積極的に展開して集客努

力を行ないましたが、万国博覧会「愛・地球博」の影響を受け低調に推移いたしました。 

<外食部門> 

外食部門では、株式会社村さ来本社が経営する居酒屋事業は直営店34店舗、ＦＣ店360店舗、株式会社ハブが経営

する英国風パブ事業は直営店34店舗を展開しています。当業界は出店競争や類似異業種との出店競合により厳しい

環境が続いております。その中で、接客サービスの向上とメニュー開発に注力するとともに不採算店の閉鎖と客単

価向上に努めるなど既存直営店の収益構造改革を積極的に推進いたしました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

(訂正前) 
  

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の収入は前中間連結会計期間に比べ51億15百万円減少し、15

億97百万円となりました。前年同期と比較して減少した要因は主に、減損損失による影響額63億70百万円があっ

たものの、有価証券・投資有価証券売却損益の増加84億91百万円及び仕入債務の増減額の減少31億49百万円等が

あったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の収入は前中間連結会計期間に比べ178億87百万円増加し、

143億87百万円となりました。前年同期と比較して増加した要因は主に、投資有価証券の取得による支出の増加９

億45百万円や貸付金の回収による収入の減少３億78百万円があったものの、投資有価証券の売却等による収入の

増加148億93百万円や連結子会社の取得による収支の影響額25億31百万円等があったことによるものであります。

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の支出は前中間連結会計期間に比べ89億82百万円増加し、133

億54百万円となりました。前年同期と比較して増加した要因は主に、社債の償還による支出の減少96億25百万円

や長期借入金の返済による支出の減少37億92百万円があったものの、短期借入金の増減額の影響額221億87百万円

や長期借入れによる収入の減少11億51百万円等があったことによるものであります。 

  

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より27億62百万円増加し

て、197億45百万円となりました。 

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー(百万円) 6,712 1,597 △5,115 

投資活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △3,500 14,387 17,887 

財務活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △4,371 △13,354 △8,982 

現金及び現金同等物に係る換算差額(百万円) 12 132 119 

現金及び現金同等物の増減額(百万円) △1,146 2,762 3,909 

現金及び現金同等物中間期末残高(百万円) 14,902 19,745 4,842 



(訂正後) 
  

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の収入は前中間連結会計期間に比べ54億68百万円減少し、15

億円となりました。前年同期と比較して減少した要因は主に、減損損失による影響額63億70百万円があったもの

の、有価証券・投資有価証券売却損益の増加84億91百万円及び仕入債務の増減額の減少34億16百万円等があった

ことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の収入は前中間連結会計期間に比べ182億40百万円増加し、

144億83百万円となりました。前年同期と比較して増加した要因は主に、投資有価証券の取得による支出の増加９

億45百万円や貸付金の回収による収入の減少３億78百万円があったものの、投資有価証券の売却等による収入の

増加148億93百万円や連結子会社の取得による収支の影響額25億31百万円等があったことによるものであります。

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の支出は前中間連結会計期間に比べ89億82百万円増加し、133

億54百万円となりました。前年同期と比較して増加した要因は主に、社債の償還による支出の減少96億25百万円

や長期借入金の返済による支出の減少37億92百万円があったものの、短期借入金の増減額の影響額221億87百万円

や長期借入れによる収入の減少11億51百万円等があったことによるものであります。 

  

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より27億62百万円増加し

て、197億45百万円となりました。 

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー(百万円) 6,969 1,500 △5,468 

投資活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △3,757 14,483 18,240 

財務活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △4,371 △13,354 △8,982 

現金及び現金同等物に係る換算差額(百万円) 12 132 119 

現金及び現金同等物の増減額(百万円) △1,146 2,762 3,909 

現金及び現金同等物中間期末残高(百万円) 14,902 19,745 4,842 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(3) 販売実績 

(訂正前) 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が10％を超える相手先はありません。 

  

(訂正後) 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が10％を超える相手先はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

 冷凍食品部門 97,668 6.2 

 冷凍水産品部門 26,252 57.7 

 常温食品部門他 32,743 14.2 

食品事業 156,665 14.1 

サービス事業 7,665 △13.2 

合計 164,331 12.5 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

 冷凍食品部門 92,254 6.3 

 冷凍水産品部門 22,123 89.0 

 常温食品部門他 32,019 14.9 

食品事業 146,396 15.8 

サービス事業 7,665 △13.2 

合計 154,062 13.9 



第５ 【経理の状況】 

  

＜前略＞ 

  

２ 監査証明について 

(訂正前) 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  

(訂正後) 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

なお、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の中

間連結財務諸表及び中間財務諸表について、みすず監査法人により中間監査を受け、改めて、中間監査報告書を受領

しております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

(訂正前) 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   15,721 20,882   17,668 

２ 受取手形 
  及び売掛金 

    54,261 65,377   58,012 

３ たな卸資産     23,002 27,417   22,181 

４ 繰延税金資産     1,391 1,273   1,235 

５ その他     15,154 20,003   21,171 

貸倒引当金     △167 △159   △207 

流動資産合計     109,363 46.1 134,795 55.0   120,061 49.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物及び 
  構築物 

※1,2 33,273   28,286 30,233   

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

※1,2 11,085   11,184 11,410   

(3) 工具器具備品 ※1,2 831   805 781   

(4) 土地 ※２ 33,237   26,079 30,603   

(5) 建設仮勘定   792 79,219 33.4 568 66,925 27.3 497 73,527 30.4

２ 無形固定資産           

(1) 連結調整勘定   1,632   1,036 1,400   

(2) その他   789 2,422 1.0 764 1,800 0.8 721 2,121 0.9

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   25,085   22,181 25,400   

(2) 長期貸付金   8,905   8,015 7,912   

(3) 破産・ 
  更生債権等 

  2,415   4,972 5,156   

(4) 繰延税金資産   4,112   2,905 3,795   

(5) 再評価に係る 
  繰延税金資産 

  2,551   2,502 2,565   

(6) その他   8,941   6,127 6,318   

貸倒引当金   △5,869 46,142 19.5 △5,319 41,385 16.9 △5,304 45,844 19.0

固定資産合計     127,784 53.9 110,111 45.0   121,493 50.3

Ⅲ 繰延資産           

１ 新株発行費     0 0   0 

２ 社債発行費     43 46   46 

３ 社債発行差金     0 ―   ― 

繰延資産合計     44 0.0 47 0.0   46 0.0

資産合計     237,191 100.0 244,954 100.0   241,600 100.0



  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 
  及び買掛金 

    39,268 47,258   41,679 

２ 短期借入金 ※２   47,167 32,626   42,126 

３ 一年内償還 
  予定社債 

    ― 250   250 

４ 未払金及び 
  未払費用 

    5,606 7,073   6,926 

５ 未払法人税等     2,324 4,436   2,642 

６ 繰延税金負債     42 22   43 

７ 賞与引当金     840 899   836 

８ 設備支払手形     856 423   498 

９ その他     4,370 3,934   6,955 

流動負債合計     100,478 42.4 96,925 39.5   101,959 42.2

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     20,620 22,675   22,050 

２ 転換社債     120 ―   120 

３ 長期借入金 ※２   9,551 9,575   7,941 

４ 繰延税金負債     1,867 1,615   1,979 

５ 退職給付引当金     3,826 3,958   3,838 

６ 持分法適用に 
  伴う投資損失 
  引当金 

    388 1,653   337 

７ その他     3,344 3,065   2,846 

固定負債合計     39,717 16.7 42,543 17.4   39,113 16.2

負債合計     140,196 59.1 139,469 56.9   141,073 58.4

(少数株主持分)           

少数株主持分     3,301 1.4 6,252 2.6   3,654 1.5

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     34,002 14.3 34,002 13.9   34,002 14.1

Ⅱ 資本剰余金     34,135 14.4 34,135 13.9   34,135 14.1

Ⅲ 利益剰余金     30,122 12.7 33,661 13.7   32,994 13.7

Ⅳ 土地再評価差額金     △3,798 △1.6 △3,691 △1.5   △3,784 △1.6

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    △88 △0.0 1,718 0.7   357 0.1

Ⅵ 為替換算調整勘定     △649 △0.3 △560 △0.2   △799 △0.3

Ⅶ 自己株式     △29 △0.0 △35 △0.0   △33 △0.0

資本合計     93,694 39.5 99,231 40.5   96,872 40.1

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

    237,191 100.0 244,954 100.0   241,600 100.0



(訂正後) 

  

  
次へ 

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   15,721 20,882   17,668 

２ 受取手形 
  及び売掛金 

    46,998 58,849   51,771 

３ たな卸資産     23,002 26,967   22,026 

４ 繰延税金資産     1,391 1,336   1,298 

５ 営業外受取手形 ※５   1,172 1,042   818 

６ その他 ※６   20,931 25,084   26,189 

貸倒引当金     △167 △159   △207 

流動資産合計     109,049 46.0 134,004 54.9   119,565 49.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物及び 
  構築物 

※1,2 33,273   28,286 30,233   

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

※1,2 11,085   11,184 11,410   

(3) 工具器具備品 ※1,2 831   805 781   

(4) 土地 ※２ 33,237   26,079 30,603   

(5) 建設仮勘定   792 79,219 33.5 568 66,925 27.4 497 73,527 30.5

２ 無形固定資産           

(1) 連結調整勘定   1,632   1,036 1,400   

(2) その他   789 2,422 1.0 764 1,800 0.7 721 2,121 0.8

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   25,085   22,181 25,400   

(2) 長期貸付金   8,905   8,015 7,912   

(3) 破産・ 
  更生債権等 

  2,729   5,376 5,560   

(4) 繰延税金資産   4,240   3,066 3,957   

(5) 再評価に係る 
  繰延税金資産 

  2,551   2,502 2,565   

(6) その他   8,941   6,127 6,318   

貸倒引当金   △6,183 46,270 19.5 △5,723 41,546 17.0 △5,708 46,005 19.1

固定資産合計     127,912 54.0 110,272 45.1   121,654 50.4

Ⅲ 繰延資産           

１ 新株発行費     0 0   0 

２ 社債発行費     43 46   46 

３ 社債発行差金     0 ―   ― 

繰延資産合計     44 0.0 47 0.0   46 0.0

資産合計     237,006 244,324 100.0   241,266 100.0



  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 
  及び買掛金 

    32,721 40,387   35,192 

２ 短期借入金 ※２   47,167 32,626   42,126 

３ 一年内償還 
  予定社債 

    ― 250   250 

４ 未払金及び 
  未払費用 

※６   7,589 9,478   9,385 

５ 未払法人税等     2,324 4,313   2,642 

６ 繰延税金負債     42 22   43 

７ 賞与引当金     840 899   836 

８ 設備支払手形     856 423   498 

９ 営業外支払手形 ※５   4,564 4,466   4,028 

10 その他     4,370 3,934   6,955 

流動負債合計     100,478 42.4 96,803 39.7   101,959 42.3

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     20,620 22,675   22,050 

２ 転換社債     120 ―   120 

３ 長期借入金 ※２   9,551 9,575   7,941 

４ 繰延税金負債     1,867 1,615   1,979 

５ 退職給付引当金     3,826 3,958   3,838 

６ 持分法適用に 
  伴う投資損失 
  引当金 

    388 1,653   337 

７ その他     3,344 3,065   2,846 

固定負債合計     39,717 16.8 42,543 17.4   39,113 16.2

負債合計     140,196 59.2 139,347 57.1   141,073 58.5

(少数株主持分)           

少数株主持分     3,301 1.4 6,252 2.5   3,654 1.5

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     34,002 14.4 34,002 13.9   34,002 14.1

Ⅱ 資本剰余金     34,135 14.4 34,135 14.0   34,135 14.2

Ⅲ 利益剰余金     29,936 12.6 33,153 13.5   32,660 13.5

Ⅳ 土地再評価差額金     △3,798 △1.6 △3,691 △1.5   △3,784 △1.6

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    △88 △0.1 1,718 0.7   357 0.1

Ⅵ 為替換算調整勘定     △649 △0.3 △560 △0.2   △799 △0.3

Ⅶ 自己株式     △29 △0.0 △35 △0.0   △33 △0.0

資本合計     93,508 39.4 98,724 40.4   96,538 40.0

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

    237,006 100.0 244,324 100.0   241,266 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

(訂正前) 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     146,135 100.0 164,331 100.0   301,041 100.0
Ⅱ 売上原価     124,518 85.2 141,221 85.9   256,750 85.3

売上総利益     21,617 14.8 23,109 14.1   44,290 14.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   15,192 10.4 16,984 10.4   31,001 10.3

営業利益     6,424 4.4 6,124 3.7   13,289 4.4

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   191   200 381   

２ 受取配当金   148   400 248   

３ 賃貸料   466   369 878   

４ 持分法による 
  投資利益 

  105   38 515   

５ 為替差益   28   323 ―   

６ 雑収入   365 1,304 0.9 294 1,626 1.0 795 2,820 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   517   459 1,055   

２ 賃貸原価   337   268 640   

３ 雑損失   199 1,055 0.7 337 1,065 0.6 751 2,447 0.8

経常利益     6,673 4.6 6,686 4.1   13,662 4.5

Ⅵ 特別利益           

１ 前期損益修正益   43   ― 44   

２ 固定資産売却益   1   12 5   

３ 投資有価証券 
  売却益 

  239   8,731 1,079   

４ 持分変動利益   251   ― 236   

５ 貸倒引当金 
  戻入額 

  32   212 51   

６ その他   4 572 0.4 83 9,039 5.5 82 1,499 0.5

Ⅶ 特別損失           

１ 前期損益修正損   ―   16 40   

２ 固定資産処分損 ※２ 293   327 1,271   

３ 減損損失 ※３ ―   6,370 ―   

４ 投資有価証券 
  評価損 

  97   832 83   

５ 貸倒引当金 
  繰入額 

  71   230 353   

６ 持分法による 
  投資損失 

※４ ―   1,185 ―   

７ その他   240 703 0.5 734 9,697 5.9 325 2,074 0.7

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    6,543 4.5 6,028 3.7   13,087 4.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,206   4,520 4,415   

法人税等調整額   172 2,379 1.6 △351 4,169 2.6 454 4,870 1.6

少数株主利益     408 0.3 77 0.0   768 0.2

中間(当期) 
純利益 

    3,755 2.6 1,781 1.1   7,448 2.5



(訂正後) 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     135,207 100.0 154,062 100.0   279,539 100.0
Ⅱ 売上原価     113,784 84.2 131,143 85.1   235,730 84.3

売上総利益     21,423 15.8 22,919 14.9   43,808 15.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   15,192 11.2 16,984 11.0   31,001 11.1

営業利益     6,230 4.6 5,934 3.9   12,807 4.6
Ⅳ 営業外収益           
１ 受取利息   191   200 381   
２ 受取配当金   148   400 248   
３ 受取手数料 ※５ 193   190 482   
４ 賃貸料   466   369 878   

５ 持分法による 
  投資利益 

  105   38 515   

６ 為替差益   28   323 ―   
７ 雑収入   365 1,498 1.1 294 1,816 1.2 795 3,302 1.2

Ⅴ 営業外費用           
１ 支払利息   517   459 1,055   
２ 賃貸原価   337   268 640   
３ 雑損失   199 1,055 0.8 337 1,065 0.8 751 2,447 0.9

経常利益     6,673 4.9 6,686 4.3   13,662 4.9
Ⅵ 特別利益           
１ 前期損益修正益   43   ― 44   
２ 固定資産売却益   1   12 5   

３ 投資有価証券 
  売却益 

  239   8,731 1,079   

４ 持分変動利益   251   ― 236   

５ 貸倒引当金 
  戻入額 

  32   212 51   

６ その他   4 572 0.4 83 9,039 5.9 82 1,499 0.5
Ⅶ 特別損失           
１ 前期損益修正損   ―   16 40   
２ 固定資産処分損 ※２ 293   327 1,271   
３ 減損損失 ※３ ―   6,370 ―   

４ 投資有価証券 
  評価損 

  97   832 83   

５ 貸倒引当金 
  繰入額 

※６ 71   230 443   

６ 持分法による 
  投資損失 

※４ ―   1,185 ―   

７ たな卸資産 
  評価損 

※７ ―   295 154   

８ その他   240 703 0.5 734 9,993 6.5 325 2,319 0.8

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    6,542 4.8 5,732 3.7   12,842 4.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,206   4,398 4,415   

法人税等調整額   172 2,379 1.7 △351 4,046 2.6 359 4,774 1.7
少数株主利益     408 0.3 77 0.1   768 0.3

中間(当期) 
純利益 

    3,755 2.8 1,608 1.0   7,300 2.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

(訂正前) 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   34,135 34,135   34,135

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  34,135 34,135   34,135

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   27,607 32,994   27,607

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   中間(当期)純利益 3,755 3,755 1,781 1,781 7,448 7,448

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 820 984 1,641 

 ２ 役員賞与 28 37 28 

 ３ 持分法適用会社 
   増加による減少高 

391 ― 391 

 ４ 土地再評価差額金取崩高 ― 1,241 93 1,115 ― 2,061

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  30,122 33,661   32,994

      



(訂正後) 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   34,135 34,135   34,135

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  34,135 34,135   34,135

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   27,422 32,660   27,422

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   中間(当期)純利益 3,755 3,755 1,608 1,608 7,300 7,300

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 820 984 1,641 

 ２ 役員賞与 28 37 28 

 ３ 持分法適用会社 
   増加による減少高 

391 ― 391 

 ４ 土地再評価差額金取崩高 ― 1,241 93 1,115 ― 2,061

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  29,936 33,153   32,660

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

(訂正前) 

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

 6,543 6,028 13,087

減価償却費  2,362 2,392 4,842

減損損失  ― 6,370 ―

長期前払費用・ 
繰延資産等の償却費 

 159 101 322

連結調整勘定償却額  228 207 457

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 61 102 72

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 166 145 △357

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 25 26 21

受取利息及び受取配当金  △339 △600 △630

支払利息  517 459 1,055

為替差損益(差益：△)  △49 △185 78

有価証券・投資有価証券 
売却損益(売却益：△) 

 △239 △8,731 △1,079

有価証券・ 
投資有価証券評価損 

 97 832 83

持分法投資損益(利益：△)  △105 1,147 △515

有形・無形固定資産除却 
損、売却損益(売却益：△) 

 274 314 1,244

持分変動損益(利益：△)  △251 40 △236

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 △956 △1,261 △4,870

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 512 1,410 1,169

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 320 △2,828 2,809

役員賞与支払額  △33 △43 △33

その他  △397 △1,762 △2,709

小計  8,896 4,166 14,811

利息及び配当金の受取額  452 585 738

利息の支払額  △626 △469 △1,137

法人税等の支払額  △2,009 △2,685 △4,015

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 6,712 1,597 10,395



  

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △421 △204 △865

定期預金の払戻しによる 
収入 

 406 109 983

有形・無形固定資産の 
取得による支出 

 △1,878 △1,993 △4,328

有形・無形固定資産の 
売却による収入 

 7 467 3,909

投資有価証券の取得による 
支出 

 △494 △1,439 △1,639

投資有価証券の売却等 
による収入 

 423 15,316 3,201

貸付けによる支出  △1,619 △1,098 △3,582

貸付金の回収による収入  1,415 1,037 3,939

連結子会社の取得による 
収支(支出：△) 

 △1,003 1,527 △1,029

連結子会社の売却による 
収入 

 ― 674 ―

その他  △335 △8 721

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,500 14,387 1,311

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額 
(減少：△) 

 9,672 △12,515 2,789

長期借入れによる収入  2,671 1,520 4,230

長期借入金の返済による 
支出 

 △5,645 △1,852 △7,662

自己株式の取得・ 
売却による収支 

 △2 △1 △6

社債の償還による支出  △10,200 △575 △10,520

社債の発行による収入  ― 192 1,963

親会社による配当金の支出  △820 △984 △1,641

少数株主への配当金の支出  △45 △65 △44

少数株主の投資引受による 
払込額 

 ― 935 ―

その他  ― △6 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,371 △13,354 △10,890

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 12 132 △69

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△) 

 △1,146 2,762 746

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物増加 

 1,032 ― 1,032

Ⅶ 現金及び現金同等物期首残高  15,046 16,983 15,046

Ⅷ 連結除外に伴う 
  現金及び現金同等物減少 

 △29 ― △29

Ⅸ 合併に伴う現金及び 
  現金同等物増加 

 ― ― 187

Ⅹ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高 

 14,902 19,745 16,983



(訂正後) 

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

 6,542 5,732 12,842

減価償却費  2,362 2,392 4,842

減損損失  ― 6,370 ―

長期前払費用・ 
繰延資産等の償却費 

 159 101 322

連結調整勘定償却額  228 207 457

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 61 102 72

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 166 145 △267

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 25 26 21

受取利息及び受取配当金  △339 △600 △630

支払利息  517 459 1,055

為替差損益(差益：△)  △49 △185 78

有価証券・投資有価証券 
売却損益(売却益：△) 

 △239 △8,731 △1,079

有価証券・ 
投資有価証券評価損 

 97 832 83

持分法投資損益(利益：△)  △105 1,147 △515

有形・無形固定資産除却 
損、売却損益(売却益：△) 

 274 314 1,244

持分変動損益(利益：△)  △251 40 △236

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 △625 △1,064 △5,561

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 512 1,705 1,323

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 204 △3,212 2,753

役員賞与支払額  △33 △43 △33

その他  △355 △1,672 △2,758

小計  9,153 4,069 14,014

利息及び配当金の受取額  452 585 738

利息の支払額  △626 △469 △1,137

法人税等の支払額  △2,009 △2,685 △4,015

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 6,969 1,500 9,599



  

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △421 △204 △865

定期預金の払戻しによる 
収入 

 406 109 983

有形・無形固定資産の 
取得による支出 

 △1,878 △1,993 △4,328

有形・無形固定資産の 
売却による収入 

 7 467 3,909

投資有価証券の取得による 
支出 

 △494 △1,439 △1,639

投資有価証券の売却等 
による収入 

 423 15,316 3,201

貸付けによる支出  △1,619 △1,098 △3,582

貸付金の回収による収入  1,415 1,037 3,939

連結子会社の取得による 
収支(支出：△) 

 △1,003 1,527 △1,029

連結子会社の売却による 
収入 

 ― 674 ―

その他  △592 87 1,517

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,757 14,483 2,107

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の増減額 
(減少：△) 

 9,672 △12,515 2,789

長期借入れによる収入  2,671 1,520 4,230

長期借入金の返済による 
支出 

 △5,645 △1,852 △7,662

自己株式の取得・ 
売却による収支 

 △2 △1 △6

社債の償還による支出  △10,200 △575 △10,520

社債の発行による収入  ― 192 1,963

親会社による配当金の支出  △820 △984 △1,641

少数株主への配当金の支出  △45 △65 △44

少数株主の投資引受による 
払込額 

 ― 935 ―

その他  ― △6 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,371 △13,354 △10,890

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 12 132 △69

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△) 

 △1,146 2,762 746

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物増加 

 1,032 ― 1,032

Ⅶ 現金及び現金同等物期首残高  15,046 16,983 15,046

Ⅷ 連結除外に伴う 
  現金及び現金同等物減少 

 △29 ― △29

Ⅸ 合併に伴う現金及び 
  現金同等物増加 

 ― ― 187

Ⅹ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高 

 14,902 19,745 16,983



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(訂正前) 

  

  

(訂正後) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 ４ 受取手形割引高 5,261百万円  ４ 受取手形割引高 4,038百万円  ４ 受取手形割引高 5,453百万円

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 ４ 受取手形割引高 5,261百万円  ４ 受取手形割引高 4,038百万円  ４ 受取手形割引高 5,453百万円

※５ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のであります。 

※５     同左 ※５     同左 

※６ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のが、以下のとおり含まれて

おります。 

※６ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のが、以下のとおり含まれて

おります。 

※６ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のが、以下のとおり含まれて

おります。 

流動資産 
(その他) 

5,977百万円

未払金及び 
未払費用 

1,982 

流動資産
(その他) 

6,370百万円

未払金及び
未払費用 

2,404

流動資産
(その他) 

5,866百万円

未払金及び
未払費用 

2,458 



(中間連結損益計算書関係) 

(訂正前) 

  

  

(訂正後) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ※４ 持分法適用会社である東高松

開発㈱に係る持分法による投

資損失を計上しております。 

   これは、同社が当年度に特別

損失に計上した「固定資産の

減損に係る会計基準」の適用

に伴う減損損失等を主因とす

るものであります。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ※４ 持分法適用会社である東高松

開発㈱に係る持分法による投

資損失を計上しております。 

   これは、同社が当年度に特別

損失に計上した「固定資産の

減損に係る会計基準」の適用

に伴う減損損失等を主因とす

るものであります。 

――― 

※５ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のであります。 

※５     同左 ※５     同左 

※６     ――― ※６     ――― ※６ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のが、90百万円含まれており

ます。 

※７     ――― 
  

※７ 「循環取引」等の不適切な取

引行為に関連して発生したも

のであります。 

※７     同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(訂正前) 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品等 

  

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(32百万円)の主なものは、当社の管理部門に係る費用で

あります。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

サービス事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

137,305 8,830 146,135 ― 146,135

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

809 281 1,091 (1,091) ―

計 138,115 9,111 147,227 (1,091) 146,135

   営業費用 131,969 8,961 140,930 (1,219) 139,711

   営業利益 6,146 150 6,296 128 6,424

事業区分 主要な製品等

食品事業 

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類 
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当 
運送……冷凍食品等の運送 
倉庫……冷凍食品等の保管 

サービス事業 

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋 
不動産業等……不動産賃貸 
金融業……有価証券運用 
リース・レンタル業……製造機械、OA機器 



当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品等 

  

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(44百万円)の主なものは、当社の管理部門に係る費用で

あります。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

サービス事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

156,665 7,665 164,331 ― 164,331

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

736 226 963 (963) ―

計 157,401 7,892 165,294 (963) 164,331

   営業費用 151,567 7,674 159,241 (1,034) 158,206

   営業利益 5,834 218 6,052 71 6,124

事業区分 主要な製品等

食品事業 

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類 
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当 
運送……冷凍食品等の運送 
倉庫……冷凍食品等の保管 

サービス事業 

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋 
不動産業等……不動産賃貸 
金融業……有価証券運用 
リース・レンタル業……製造機械、OA機器 



前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品等 

  

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(90百万円)の主なものは、当社の管理部門に係る費用で

あります。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

サービス事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

284,173 16,867 301,041 ― 301,041

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,543 535 2,079 (2,079) ―

計 285,717 17,403 303,120 (2,079) 301,041

   営業費用 273,002 17,060 290,063 (2,311) 287,752

   営業利益又は 
   営業損失(△) 

12,714 343 13,057 231 13,289

事業区分 主要な製品等

食品事業 

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類 
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当 
運送……冷凍食品等の運送 
倉庫……冷凍食品等の保管 

サービス事業 

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋 
不動産業等……不動産賃貸 
金融業……有価証券運用 
リース・レンタル業……製造機械、OA機器 



(訂正後) 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品等 

  

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(32百万円)の主なものは、当社の管理部門に係る費用で

あります。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

サービス事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

126,377 8,830 135,207 ― 135,207

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

809 281 1,091 (1,091) ―

計 127,187 9,111 136,299 (1,091) 135,207

   営業費用 121,235 8,961 130,196 (1,219) 128,977

   営業利益 5,952 150 6,102 128 6,230

事業区分 主要な製品等

食品事業 

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類 
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当 
運送……冷凍食品等の運送 
倉庫……冷凍食品等の保管 

サービス事業 

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋 
不動産業等……不動産賃貸 
金融業……有価証券運用 
リース・レンタル業……製造機械、OA機器 



当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品等 

  

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(44百万円)の主なものは、当社の管理部門に係る費用で

あります。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

サービス事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

146,396 7,665 154,062 ― 154,062

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

736 226 963 (963) ―

計 147,133 7,892 155,025 (963) 154,062

   営業費用 141,488 7,674 149,162 (1,034) 148,127

   営業利益 5,644 218 5,862 71 5,934

事業区分 主要な製品等

食品事業 

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類 
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当 
運送……冷凍食品等の運送 
倉庫……冷凍食品等の保管 

サービス事業 

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋 
不動産業等……不動産賃貸 
金融業……有価証券運用 
リース・レンタル業……製造機械、OA機器 



前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、連結会社の事業活動における業務の種類・性質の関連性及び特性を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主要な製品等 

  

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(90百万円)の主なものは、当社の管理部門に係る費用で

あります。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

サービス事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

262,671 16,867 279,539 ― 279,539

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,543 535 2,079 (2,079) ―

計 264,214 17,403 281,618 (2,079) 279,539

   営業費用 251,982 17,060 269,042 (2,311) 266,731

   営業利益又は 
   営業損失(△) 

12,232 343 12,575 231 12,807

事業区分 主要な製品等

食品事業 

冷凍食品……調理冷凍食品、冷凍野菜
冷凍水産品……エビ、魚類 
常温食品等……無菌パック米飯、米、弁当 
運送……冷凍食品等の運送 
倉庫……冷凍食品等の保管 

サービス事業 

ホテル
外食産業……レストラン、居酒屋 
不動産業等……不動産賃貸 
金融業……有価証券運用 
リース・レンタル業……製造機械、OA機器 



(１株当たり情報) 

(訂正前) 

  

(注) 株式分割について 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株に対し普通株式３株の割合で株式分割を行ないました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のとおりでありま

す。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,712円58銭 １株当たり純資産額 604円63銭 １株当たり純資産額 1,770円７銭

１株当たり中間純利益 68円65銭 １株当たり中間純利益 10円86銭 １株当たり当期純利益 135円47銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

      

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

3,755百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

3,755百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

54,710,080株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

1,781百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

1,781百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

164,120,849株 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 連結損益計算書上の当期純利益 

7,448百万円 

 普通株式に係る当期純利益 

7,411百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  利益処分による役員賞与金 

37百万円 

 普通株式の期中平均株式数 

54,709,278株 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 570円86銭 １株当たり純資産額 590円２銭

１株当たり中間純利益 22円88銭 １株当たり当期純利益 45円16銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 



(訂正後) 

  

(注) 株式分割について 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株に対し普通株式３株の割合で株式分割を行ないました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のとおりでありま

す。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,709円19銭 １株当たり純資産額 601円54銭 １株当たり純資産額 1,763円96銭

１株当たり中間純利益 68円64銭 １株当たり中間純利益 9円80銭 １株当たり当期純利益 132円75銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

      

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

3,755百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

3,755百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

54,710,080株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

1,608百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

1,608百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

164,120,849株 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 連結損益計算書上の当期純利益 

7,300百万円 

 普通株式に係る当期純利益 

7,262百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  利益処分による役員賞与金 

37百万円 

 普通株式の期中平均株式数 

54,709,278株 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 569円73銭 １株当たり純資産額 587円99銭

１株当たり中間純利益 22円88銭 １株当たり当期純利益 44円25銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

(訂正前) 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   8,132   11,779 12,297   

２ 受取手形   2,691   4,575 1,476   

３ 売掛金   42,672   46,007 45,789   

４ たな卸資産   13,095   12,506 12,147   

５ 繰延税金資産   470   549 549   

６ 短期貸付金   35,275   35,475 35,219   

７ その他   8,317   9,207 13,750   

貸倒引当金   △130   △68 △135   

流動資産合計     110,526 57.5 120,032 63.0   121,095 61.8

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 11,428   8,452 9,038   

(2) 土地   9,658   7,067 6,767   

(3) その他 ※１ 6,362   6,228 6,510   

有形固定資産 
合計 

  27,449   21,747 22,316   

２ 無形固定資産   59   58 60   

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   35,433   34,173 34,070   

(2) 長期貸付金   6,859   3,159 5,843   

(3) 破産・ 
  更生債権等 

  719   3,368 3,381   

(4) 繰延税金資産   5,857   4,983 5,887   

(5) 再評価に係る 
  繰延税金資産 

  2,996   2,933 2,996   

(6) その他   7,438   4,769 4,774   

貸倒引当金   △5,181   △4,807 △4,609   

投資その他の 
資産合計 

  54,122   48,579 52,345   

固定資産合計     81,630 42.5 70,386 37.0   74,721 38.2

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費   41   10 20   

繰延資産合計     41 0.0 10 0.0   20 0.0

資産合計     192,198 100.0 190,429 100.0   195,837 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   7,930   9,066 7,858   

２ 買掛金   24,645   27,528 26,837   

３ 短期借入金   23,300   10,000 20,000   

４ 未払金   2,500   2,611 3,524   

５ 未払法人税等   1,779   3,678 2,070   

６ 賞与引当金   497   529 517   

７ その他   5,174   3,838 7,360   

流動負債合計     65,827 34.3 57,252 30.1   68,169 34.8

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   20,000   20,000 20,000   

２ 退職給付引当金   2,858   2,954 2,897   

３ その他   492   460 317   

固定負債合計     23,351 12.1 23,414 12.3   23,215 11.9

負債合計     89,179 46.4 80,667 42.4   91,384 46.7

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     34,002 17.6 34,002 17.9   34,002 17.4

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   34,135   34,135 34,135   

資本剰余金合計     34,135 17.8 34,135 17.9   34,135 17.4

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   1,796   1,796 1,796   

任意積立金   34,175   37,160 34,175   

中間(当期) 
未処分利益 

  4,115   6,202 5,397   

利益剰余金合計     40,088 20.9 45,159 23.7   41,369 21.1

Ⅳ 土地再評価差額金     △4,420 △2.3 △4,327 △2.3   △4,420 △2.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    △757 △0.4 827 0.4   △600 △0.3

Ⅵ 自己株式     △29 △0.0 △35 △0.0   △33 △0.0

資本合計     103,019 53.6 109,762 57.6   104,453 53.3

負債・資本合計     192,198 100.0 190,429 100.0   195,837 100.0

            



(訂正後) 

  

  
次へ 

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   8,132   11,779 12,297   

２ 受取手形   1,753   3,788 803   

３ 売掛金   37,464   40,752 40,936   

４ たな卸資産   13,095   12,056 11,993   

５ 繰延税金資産   470   611 611   

６ 未収入金 ※４ ―   9,704 8,679   

７ 短期貸付金   35,275   35,475 35,219   

８ 営業外受取手形 ※５ 938   786 673   

９ その他 ※６ 13,211   4,354 9,520   

貸倒引当金   △130   △68 △135   

流動資産合計     110,212 57.4 119,241 62.8   120,599 61.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 11,428   8,452 9,038   

(2) 土地   9,658   7,067 6,767   

(3) その他 ※１ 6,362   6,228 6,510   

有形固定資産 
合計 

  27,449   21,747 22,316   

２ 無形固定資産   59   58 60   

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券   35,433   34,173 34,070   

(2) 長期貸付金   6,859   3,159 5,843   

(3) 破産・ 
  更生債権等 

  1,033   3,772 3,785   

(4) 繰延税金資産   5,985   5,145 6,049   

(5) 再評価に係る 
  繰延税金資産 

  2,996   2,933 2,996   

(6) その他   7,438   4,769 4,774   

貸倒引当金   △5,495   △5,211 △5,013   

投資その他の 
資産合計 

  54,250   48,741 52,506   

固定資産合計     81,758 42.6 70,548 37.2   74,883 38.3

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費   41   10 20   

繰延資産合計     41 0.0 10 0.0   20 0.0

資産合計     192,012 100.0 189,799 100.0   195,503 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   4,267   4,939 4,371   

２ 買掛金   22,696   25,123 24,378   

３ 短期借入金   23,300   10,000 20,000   

４ 未払金 ※８ 4,449   5,016 5,983   

５ 未払法人税等   1,779   3,556 2,070   

６ 賞与引当金   497   529 517   

７ 営業外支払手形 ※７ 3,663   4,127 3,486   

８ その他   5,174   3,838 7,360   

流動負債合計     65,827 34.3 57,130 30.1   68,169 34.8

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   20,000   20,000 20,000   

２ 退職給付引当金   2,858   2,954 2,897   

３ その他   492   460 317   

固定負債合計     23,351 12.2 23,414 12.3   23,215 11.9

負債合計     89,179 46.5 80,544 42.4   91,384 46.7

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     34,002 17.7 34,002 17.9   34,002 17.4

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   34,135   34,135 34,135   

資本剰余金合計     34,135 17.8 34,135 18.0   34,135 17.5

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   1,796   1,796 1,796   

任意積立金   34,175   37,160 34,175   

中間(当期) 
未処分利益 

  3,930   5,695 5,062   

利益剰余金合計     39,902 20.8 44,651 23.6   41,035 21.0

Ⅳ 土地再評価差額金     △4,420 △2.4 △4,327 △2.3   △4,420 △2.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

    △757 △0.4 827 0.4   △600 △0.3

Ⅵ 自己株式     △29 △0.0 △35 △0.0   △33 △0.0

資本合計     102,833 53.5 109,254 57.6   104,119 53.3

負債・資本合計     192,012 100.0 189,799 100.0   195,503 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

(訂正前) 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     114,253 100.0 115,308 100.0   235,582 100.0

Ⅱ 売上原価     99,990 87.5 100,792 87.4   206,037 87.5

売上総利益     14,263 12.5 14,516 12.6   29,544 12.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    10,252 9.0 10,471 9.1   21,176 8.9

営業利益     4,011 3.5 4,045 3.5   8,368 3.6

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   207   220 420   

２ 有価証券利息   0   0 0   

３ 受取配当金   215   271 414   

４ その他   704 1,127 1.0 677 1,169 1.0 1,386 2,221 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   53   33 116   

２ 社債利息   137   101 237   

３ その他   439 630 0.6 468 603 0.5 949 1,302 0.6

経常利益     4,508 3.9 4,611 4.0   9,287 3.9

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益   ―   ― 4   

２ 投資有価証券 
  売却益 

  7   8,021 768   

３ 貸倒引当金 
  戻入額 

  0 7 0.0 73 8,095 7.0 0 773 0.3

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損   38   31 921   

２ 減損損失 ※２ ―   522 ―   

３ 投資有価証券 
  評価損 

  384   2,787 971   

４ 貸倒引当金 
  繰入額 

  0   229 278   

５ その他   6 428 0.3 396 3,967 3.4 46 2,218 0.9

税引前中間 
(当期)純利益 

    4,087 3.6 8,739 7.6   7,842 3.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,682   3,847 3,550   

法人税等調整額   ― 1,682 1.5 ― 3,847 3.4 △215 3,335 1.4

中間(当期) 
純利益 

    2,404 2.1 4,892 4.2   4,506 1.9

前期繰越利益     1,711 1,403   1,711 

中間配当額     ― ―   820 

土地再評価 
差額金取崩額 

    ― △93   ― 

中間(当期) 
未処分利益 

    4,115 6,202   5,397 

            



(訂正後) 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     105,345 100.0 105,779 100.0   217,376 100.0

Ⅱ 売上原価     91,238 86.6 91,418 86.4   188,161 86.6

売上総利益     14,107 13.4 14,361 13.6   29,215 13.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    10,252 9.7 10,471 9.9   21,176 9.7

営業利益     3,855 3.7 3,890 3.7   8,039 3.7

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   207   220 420   

２ 有価証券利息   0   0 0   

３ 受取配当金   215   271 414   

４ 受取手数料 ※４ 156   154 329   

５ その他   704 1,283 1.2 677 1,324 1.3 1,386 2,551 1.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   53   33 116   

２ 社債利息   137   101 237   

３ その他   439 630 0.6 468 603 0.6 949 1,302 0.6

経常利益     4,508 4.3 4,611 4.4   9,287 4.3

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益   ―   ― 4   

２ 投資有価証券 
  売却益 

  7   8,021 768   

３ 貸倒引当金 
  戻入額 

  0 7 0.0 73 8,095 7.6 0 773 0.4

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損   38   31 921   

２ 減損損失 ※２ ―   522 ―   

３ 投資有価証券 
  評価損 

  384   2,787 971   

４ 貸倒引当金 
  繰入額 

※５ 0   229 368   

５ たな卸資産 
  評価損 

※６ ―   295 154   

６ その他   6 428 0.4 396 4,263 4.0 46 2,462 1.2

税引前中間 
(当期)純利益 

    4,087 3.9 8,443 8.0   7,598 3.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,682   3,724 3,550   

法人税等調整額   ― 1,682 1.6 ― 3,724 3.5 △311 3,239 1.5

中間(当期) 
純利益 

    2,404 2.3 4,719 4.5   4,358 2.0

前期繰越利益     1,525 1,069   1,525 

中間配当額     ― ―   820 

土地再評価 
差額金取崩額 

    ― △93   ― 

中間(当期) 
未処分利益 

    3,930 5,695   5,062 

            



(訂正前) 

記載なし 

  

(訂正後) 

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「未収入金」(前中間会計期間

7,728百万円)については、資産総額の100分の５超とな

ったため、当中間会計期間より区分掲記しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

(訂正前) 

  

  

(訂正後) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 ３ 受取手形割引高 6,033百万円 3,695百万円 5,976百万円 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

 ３ 受取手形割引高 6,033百万円 3,695百万円 5,976百万円 

※４ 未収入金 ――― 「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、6,140百万円含

まれております。 

「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、5,296百万円含

まれております。 

※５ 営業外受取手形 「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものであります。 

同左 同左 

※６ 流動資産 

   (その他) 

「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、5,094百万円含

まれております。 

――― ――― 

※７ 営業外支払手形 「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものであります。 

同左 同左 

※８ 流動負債 

   (その他) 

「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、1,948百万円含

まれております。 

「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、2,404百万円含

まれております。 

「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、2,458百万円含

まれております。 



(中間損益計算書関係) 

(訂正前) 

  

  

(訂正後) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ３ 法人税等の表示

方法 

当中間会計期間における税

金費用については簡便法に

より計算しているため、法

人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含め

て表示しております。 

同左 ――― 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ３ 法人税等の表示

方法 

当中間会計期間における税

金費用については簡便法に

より計算しているため、法

人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含め

て表示しております。 

同左 ――― 

※４ 受取手数料 「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものであります。 

同左 同左 

※５ 貸倒引当金繰入

額 

――― ――― 「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものが、90百万円含まれ

ております。 

※６ たな卸資産評価

損 

――― 「循環取引」等の不適切な

取引行為に関連して発生し

たものであります。 

同左 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２６日

株 式 会 社 加 ト 吉 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社加ト吉の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０

日まで）に係る訂正報告書の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社加ト吉及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき中間連結財務諸

表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間連結財務諸表について中間監査を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２６日

株 式 会 社 加 ト 吉 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社加ト吉の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０

日まで）に係る訂正報告書の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社加ト吉及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 １．半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき中間連結財

務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間連結財務諸表について中間監査を行った。 

 ２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２６日

株 式 会 社 加 ト 吉 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社加ト吉の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０

日まで）に係る訂正報告書の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社加ト吉の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき中間財務諸表を

訂正している。当監査法人は訂正後の中間財務諸表について中間監査を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２６日

株 式 会 社 加 ト 吉 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社加ト吉の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０

日まで）に係る訂正報告書の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社加ト吉の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき中間財務諸

表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間財務諸表について中間監査を行った。 

 ２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 
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